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７
月
８
日
、「
商
店
街
の
活
性
化
の
た

め
の
地
域
住
民
の
需
要
に
応
じ
た
事
業

活
動
の
促
進
に
関
す
る
法
律
（
地
域
商

店
街
活
性
化
法
）」
が
成
立
し
た
。

　

こ
れ
は
、
商
店
街
の
活
性
化
を
図
る
た

め
、
商
店
街
へ
の
来
訪
者
の
増
加
を
通
じ

た
中
小
小
売
商
業
者
又
は
中
小
サ
ー
ビ

ス
業
者
の
事
業
機
会
の
増
大
を
図
る
た
め

に
商
店
街
振
興
組
合
等
が
行
う
地
域
住

民
の
需
要
に
応
じ
た
事
業
活
動
を
促
進

す
る
支
援
措
置
を
講
じ
た
も
の
。

　

こ
れ
は
、
全
国
中
央
会
や
全
振
連
な

ど
中
小
企
業
関
係
４
団
体
の
要
望
が

実
っ
て
成
立
し
た
も
の
で
、
こ
れ
ま
で

ハ
ー
ド
整
備
中
心
だ
っ
た
商
店
街
振
興

施
策
が
、
ソ
フ
ト
支
援
重
視
へ
と
シ
フ

ト
す
る
大
き
な
き
っ
か
け
に
な
る
も
の

と
思
わ
れ
る
。
同
法
で
は
資
金
面
で
は
、

各
種
補
助
金
や
税
制
措
置
、
融
資
制
度

等
が
拡
充
さ
れ
る
模
様
。

　

ま
た
、
中
小
４
団
体
の
出
資
で
４
月

に
設
立
さ
れ
た
㈱
全
国
商
店
街
支
援
セ

ン
タ
ー
も
商
店
街
組
織
の
人
材
強
化
や

「
人
づ
く
り
」
支
援
の
拠
点
と
な
る
も
の

と
期
待
さ
れ
て
い
る
。

◎
詳
細
は
全
国
商
店
街
支
援
セ
ン
タ
ー

　

℡
０
３・
６
２
２
８・
３
０
６
１

　

７
月
16
日
、
埼
玉
県
さ
い
た
ま
市
の

ホ
テ
ル
に
お
い
て
、
関
東
甲
信
越
静
ブ

ロ
ッ
ク
中
央
会
会
長
会
議
が
開
催
さ
れ

た
。

　

こ
れ
は
、
11
月
19
日
に
幕
張
メ
ッ
セ

で
開
催
さ
れ
る
第
61
回
中
小
企
業
団
体

全
国
大
会
（
千
葉
県
大
会
）
の
提
出
議

案
に
つ
い
て
、
ブ
ロ
ッ
ク
内
の
各
都
県

か
ら
組
織
、金
融
、税
制
、商
業
、労
働
、

総
合
（
景
気
・
予
算
等
）
の
６
分
野
に

つ
い
て
の
意
見
発
表
と
そ
の
集
約
が
行

な
わ
れ
た
。

　

今
後
は
10
月
に
予
定
さ
れ
て
い
る
全

国
中
央
会
の
専
門
部
会
で
、
全
国
の
各

ブ
ロ
ッ
ク
か
ら
の
要
望
を
さ
ら
に
検
討
、

取
り
ま
と
め
て
、
大
会
提
出
議
案
が
決

定
さ
れ
る
。

　

ま
た
、
全
国
中
央
会
の
瀬
戸
実
理
事・

事
務
局
長
よ
り
全
国
大
会
の
概
要
に
つ

い
て
説
明
と
、
本
会
の
坂
戸
誠
一
会
長

が
各
都
県
中
央
会
に
対
し
て
、
千
葉
県

大
会
へ
の
協
力
を
要
請
し
た
。

　

７
月
17
日
、（
独
）
中
小
企
業
基
盤

整
備
機
構
か
ら
千
葉
県
へ
20
億
円
の
貸

付
決
定
が
あ
っ
た
。
県
が
拠
出
す
る

５
億
円
と
合
わ
せ
、
総
額
25
億
円
の
基

金
を
造
成
し
、
農
商
工
連
携
の
取
組
を

支
援
し
て
い
く
こ
と
に
な
る
。  

　

基
金
の
目
的
は
運
用
益
に
よ
っ
て
中

小
企
業
者
等
と
農
林
漁
業
者
の
有
機
的

な
連
携
体
が
行
う
新
商
品
等
の
開
発
や

販
路
開
拓
等
の
支
援
を
行
い
、
商
工
業

及
び
農
林
水
産
業
が
元
気
に
な
る
た
め

の
環
境
づ
く
り
を
行
う
も
の
で
、
９
月

以
降
に
基
金
を
造
成
し
、
助
成
事
業
を

行
う
予
定
。
①
運
用
期
間
＝
10
年
間

②
運
用
益
＝
３
７
５
０
万
円
程
度
（
通

年
ベ
ー
ス
、
年
利
１・
５
％
で
試
算
）

③
造
成
・
運
用
者
＝
㈶
千
葉
県
産
業
振

興
セ
ン
タ
ー

◎
詳
細
は
県
経
済
政
策
課

　

℡
０
４
３・
２
２
３・
２
７
３
４

　

関
東
経
済
産
業
局
は
、
７
月
30
日
、

千
葉
県
庁
会
議
室
に
お
い
て
、
平
成
21

年
度
官
公
需
確
保
対
策
地
方
推
進
協
議

会
（
千
葉
県
）
を
開
催
し
た
。

　

こ
れ
は
６
月
12
日
に
閣
議
決
定
さ
れ

た
平
成
21
年
度
中
小
企
業
者
に
関
す
る

国
等
の
契
約
の
方
針
（
８
月
号
及
び

10
㌻
参
照
）
を
受
け
て
、
県
内
の
国
や

地
方
公
共
団
体
の
発
注
機
関
や
、
協
同

組
合
等
の
受
注
業
者
に
対
し
て
、
①
国

か
ら
は
契
約
方
針
に
つ
い
て
②
県
か
ら

は
千
葉
県
の
中
小
企
業
者
の
た
め
の
官

公
需
確
保
対
策
に
つ
い
て
③
本
会
か
ら

は
千
葉
県
中
央
会
の
官
公
需
関
連
事
業

等
に
つ
い
て
説
明
が
行
な
わ
れ
た
。

　

な
お
、
官
公
需
と
は
国
や
公
庫
、
地

方
公
共
団
体
等
が
発
注
者
以
外
の
企
業

な
ど
と
、
物
品
の
購
入
・
役
務
の
提
供

や
工
事
の
請
負
契
約
を
結
ぶ
こ
と
を
い

い
ま
す
。

　

本
会
は
８
月
５
日
、
本
年
度
の
モ
デ

ル
組
合
選
考
委
員
会
を
開
催
し
た
。

　

モ
デ
ル
組
合
は
、
県
内
の
小
企
業
組

合
（
構
成
員
の
４
分
の
３
以
上
が
＊
小

規
模
事
業
者
の
組
合
）
の
う
ち
、
組
合

運
営
等
で
他
の
模
範
と
な
る
組
合
を
指

定
し
、
モ
デ
ル
組
合
が
実
施
す
る
教
育

情
報
事
業
や
成
果
普
及
事
業
に
対
し
て

本
会
が
助
成
を
行
な
う
も
の
で
、
本
年

度
は
次
の
組
合
が
指
定
さ
れ
た
。

▼
千
葉
県
税
理
士（
協
）阿
部
博
理
事
長
、

主
な
事
業
は
①
全
税
共
事
業
②
共
済
事

業
③
教
育
研
修
事
業
④
厚
生
事
業
⑤
購

買
開
発
事
業

＊
小
規
模
事
業
者
＝
従
業
員
数
20
人
以

下
（
商
業
・
サ
ー
ビ
ス
業
は
５
人
以
下
）

関
ブ
ロ
中
央
会
会
長
会
議

地
域
商
店
街
活
性
化
法
成
立

　

経
営
セ
ー
フ
テ
ィ
共
済
や
緊
急
保
証

制
度
の
利
用
の
お
手
伝
い
を
す
る
と
い
っ

た
、
Ｆ
Ａ
Ｘ
や
ダ
イ
レ
ク
ト
メ
ー
ル
が
送

り
つ
け
ら
れ
て
い
ま
せ
ん
か
、
そ
の
際
入

会
金
や
年
会
費
、
保
証
料
な
ど
を
振
り

込
ま
せ
る
事
例
が
発
生
し
て
い
ま
す
。

▼
中
小
企
業
倒
産
防
止
共
済
制
度
は
、

入
会
金
、
年
会
費
や
保
証
料
は
必
要
あ

り
ま
せ
ん
。

◎	

中
小
企
業
基
盤
整
備
機
構
経
営
安
定

企
画
課

　

℡
０
３・
５
４
７
０・
１
５
４
０

▼
信
用
保
証
協
会
で
は
、
金
融
斡
旋
屋

な
ど
の
第
三
者
が
介
入
し
た
保
証
は
取

り
扱
い
ま
せ
ん
。
ま
た
、
信
用
保
証
協

会
は
、所
定
の
保
証
料
以
外
に
、相
談
料
、

手
数
料
、
入
会
金
な
ど
を
い
た
だ
く
こ

と
は
あ
り
ま
せ
ん
。

◎
全
国
信
用
保
証
協
会
連
合
会

　

℡
０
３・
６
８
２
３・
１
２
０
０

▼
「
中
小
企
業
に
関
係
し
た
組
合
に
加

入
す
れ
ば
、
有
利
な
資
産
運
用
が
で
き

る
。」
な
ど
、
不
審
な
勧
誘
を
す
る
事
例

も
出
て
い
ま
す
。

　

不
審
な
勧
誘
・
斡
旋
な
ど
が
あ
れ
ば
、

最
寄
り
の
警
察
署
や
右
の
機
関
に
お
問

い
合
わ
せ
く
だ
さ
い
。

手
助
け
の
フ
リ
を
し
た

勧
誘
・
斡
旋
に
ご
注
意
を

ち
ば
農
商
工
連
携
基
金
へ
の

貸
付
決
定

官
公
需
確
保
対
策
地
方
推
進

協
議
会

モ
デ
ル
組
合
決
定

�  2009.9

■ トピックス



いて満15歳以上満65歳未満の従業員の方。
□加入させる場合には、全従業員を加入させるようにしなければなりません。
□ 加入させなくてもよい従業員、①臨時に雇われている者、②季節的な仕事のために雇われている

者、③試用期間中の者、④非常勤の者、⑤パートタイマー、⑥休職中の者、⑦退職金規程等によ
り退職金の支払勤続年数に満たない者（例：規程上、勤続２年に満たない者）

［加入できない方］
□加入年齢範囲でない従業員
□事業主及び事業主と生計を一にする親族
□ 法人の役員（法人税法第35条第5項、同法施行令第71条に規定する使用人としての職務を有する

役員を除く）
□他の特定退職金共済団体の加入者

［加入申込手続］
□新規加入と増口は、毎月お取扱いいたします。
□減口は、原則としてできません。
□ 所定の申込用紙にご記入の上、毎月10日までに、中央会又は引受保険会社の三井生命保険㈱へお

申込みください。
□ 毎月10日までのお申込分については、翌月の18日（休日の場合は翌営業日）に申込金（加入承諾

により掛金に充当）をご指定の預金口座より自動振替させていただきます。
□ 申込金が振替できなかった場合には、お申込みを取消しされたものとみなします。振替のできた

契約については、振替日の翌月１日が本制度の加入日となります。
　
■税法上の取扱い

［掛金］
□ 事業主がこの制度に支払った掛金は、従業員１人につき月額30,000円まで損金（必要経費）とな

ります。（法人税施行令第135条、所得税法施行令第64条）
□従業員の給与所得にもなりません。（所得税法施行令第64条）
　＊ 事業主が退職給与引当金の積立を行なっており、退職給与規程の全部または一部をこの制度で

肩代りする場合（「枠内支給制」）には、退職給与引当金との調整が必要となります。

［退職年金］
□雑所得となります（公的年金等の扱い）。（所得税法第35条・第31条、所得税法施行令第72条）

［退職一時金］
□退職所得となります。（所得税法第30条・31条、所得税法施行令第72条）

［死亡退職一時金］
□死亡退職金として扱われます。（相続税法第3条・第12条）

■お問合せ・申込み
□本会商業支援課共済担当：℡.043-306-3284

□引受保険会社：三井生命保険㈱
　千葉支社　℡.043-225-7389 / 船橋支社　℡.047-434-9075 / 柏支社　℡.04-7164-6457

千葉県中小企業団体中央会 �

■ 特　　集



従業員の退職金は
中央会の特定退職金共済制度で
■特定退職金共済制度のねらい
　　
　特定退職金共済（特退共）制度は組合や中小企業が①有能な人材を確保し、組合や中小企業の繁
栄の礎を築くために、②働く人々の勤労意欲を刺激し、従業員の定着率を高めるために、あるいは
③長年組合や企業の発展に貢献してきた退職従業員のハッピー・リタイアメントのために、千葉県
中小企業団体中央会が特定退職金共済団体として、中央会が経営者に代わって従業員に対する退職
金規程を設定し実施するもので、事業主はこの制度に加入することにより、個々の企業が退職金制
度を設けたのと同じ効果が期待できるものです。

■特退共制度の概要
［制度の特色］
□この制度の採用により、安定した退職金制度が確立できます。
□ この制度の採用により、法律で定められた退職金支払のための保全措置が講じられます。「賃金

の支払の確保等に関する法律」（昭和51年法律第34号）
□ 掛金は従業員１人あたり月額30,000円まで損金（必要経費）として扱われ、従業員の給与にもな

りません。税制適格年金（企業年金）・中小企業退職金共済制度との重複加入も認められます。（所
得税法施行令第64条・法人税法施行令第135条）

□他の特退共制度との重複加入は認められません。
□年金と一時金が退職者の選択制になっています。

［掛金］
□１口1,000円として従業員１人につき最高30口（30,000円）まで加入できます。
□掛金のご負担は全額事業主負担です。（所得税法施行令第73条）

［給付金］
□給付金はいかなる場合（懲戒解雇を含む）にも事業主にはお支払できません。
□給付金は直接従業員へ支払われます。（所得税法施行令第73条）
　⑴ 退職年金＝加入5年以上又は満70歳に達した従業員が退職し、年金の支給を希望したときに加

入期間に応じて支払われます。なお、年金の支給期間は10年です。（年金月額１万円未満の場
合は、一時金のお取扱いとなります。）

　⑵ 退職一時金＝加入従業員が退職し、一時金の支給を希望したときに加入期間に応じて支払われ
ます。

　⑶ 死亡退職一時金＝加入従業員が死亡により退職したときにご遺族に支払われ、退職一時金に、
払込中の掛金１口につき10,000円加算した金額が支払われます。

■制度の取扱い
［契約できる事業主］
共催契約者
千葉県中央会の地区（千葉県の区域）内に事業所を有する事業主

［加入できる従業員］
被共済者
□ 千葉県に事業所を有する者と雇用関係にある健康で正常に就業されている者で、加入日現在にお

■ 特　　集
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世
界
の
食
料
需
給
の
需
要
面
に
つ
い

て
は
、
人
口
増
加
が
大
き
な
拡
大
要
因

で
あ
り
、
現
在
の
世
界
の
人
口
は
65
億

人
と
い
わ
れ
、
国
連
の
人
口
推
計
で
は

２
０
５
０
年
に
は
91
億
人
に
達
す
る
と

予
想
さ
れ
る
。

　 　

　

そ
の
95
％
以
上
が
開
発
途
上
国
で
起

き
て
い
て
、
ア
ジ
ア
及
び
ア
フ
リ
カ
地

域
の
増
加
が
著
し
い
。

　

そ
れ
に
伴
い
開
発
途
上
国
に
お
い
て

は
、
所
得
水
準
の
上
昇
等
に
伴
い
、
飼

料
用
を
含
む
穀
物
の
需
要
が
大
幅
に
増

加
す
る
可
能
性
も
あ
る
。
特
に
世
界
の

人
口
の
約
２
割
を
占
め
る
中
国
の
動
向

が
注
目
さ
れ
る
。

　

一
方
、
供
給
面
に
つ
い
て
み
る
と
、

こ
れ
ま
で
拡
大
し
て
い
た
収
穫
面
積
が

減
少
傾
向
に
あ
り
、
こ
れ
ま
で
世
界
の

食
料
供
給
を
支
え
て
き
た
品
種
改
良
、

化
学
肥
料
の
投
入
、
灌
漑
施
設
整
備
、

遺
伝
子
組
み
換
え
技
術
の
導
入
等
に
よ

る
、
単
収
の
伸
び
に
鈍
化
が
み
ら
れ
、

１
人
当
た
り
の
穀
物
生
産
量
は
減
少
傾

向
に
あ
る
。

　

今
後
と
も
単
収
が
維
持
さ
れ
る
か
ど

う
か
不
明
で
あ
り
、
水
資
源
の
枯
渇
、

農
業
生
産
活
動
に
起
因
す
る
土
壌
劣
化

（
砂
漠
化
）
の
進
行
、
さ
ら
に
、
異
常
気

象
に
よ
る
干
ば
つ
や
洪
水
の
発
生
、
バ

イ
オ
エ
ネ
ル
ギ
ー
問
題
も
供
給
の
不
安

定
要
因
と
し
て
懸
念
さ
れ
て
い
る
。

 　

食
料
需
給
問
題
が
世
界
規
模
で
深
刻

化
す
る
中
、
日
本
の
食
料
自
給
率
は

年
々
下
が
り
続
け
、
主
要
先
進
国
の
中

で
は
最
低
水
準
に
あ
る
。

　

世
界
１
７
８
の
国
・
地
域
の
穀
物
自

給
率
２
０
０
１
年
を
試
算
す
る
と
、
日

本
の
28
％
は
１
３
０
番
目
！ 

　

先
進
国
の
集
ま
り
で
あ
るO

ECD

の

加
盟
国
の
中
で
は
、
30
か
国
中
28
番

目
！

　
　

 

　

日
本
と
同
じ
島
国
で
あ
る
イ
ギ
リ
ス

の
食
料
自
給
率
が
向
上
し
て
い
る
。
か

つ
て
は
日
本
よ
り
も
低
か
っ
た
が
今
で

は
大
き
く
上
回
る
。

　

単
純
比
較
は
で
き
な
い
が
『
食
料
は

国
内
生
産
が
重
要
』
と
い
っ
た
認
識
、

食
生
活
に
著
し
い
変
化
が
な
い
、
小
麦

食
料
需
給
と
自
給
率

世
界
の
食
料
需
給

世界の人口推移

世
界
の
食
料
自
給
率

世界の穀物生産量他推移

世界の食料自給率の推移

千葉県中小企業団体中央会 �

■ 視　　点



の
増
産
に
よ
る
穀
物
自
給
率
１
０
０
％

達
成
等
の
徹
底
が
考
え
ら
れ
る
。

　

現
在
40
％
の
食
料
自
給
率
を
平
成
25

年
に
45
％
に
す
る
目
標
の
達
成
を
目
指

す
に
は
、消
費・生
産
の
両
面
に
わ
た
り
、

国
の
み
な
ら
ず
消
費
者
、
食
品
産
業
事

業
者
及
び
農
業
者
、
さ
ら
に
は
地
方
公

共
団
体
を
含
め
た
関
係
者
全
体
で
努
力

す
る
こ
と
が
重
要
で
あ
る
。

　

国
内
の
都
道
府
県
別
の
食
料
生
産
の

生
産
額
で
は
北
海
道
は
断
ト
ツ
に
ト
ッ

プ
、
我
が
千
葉
県
は
２
番
目
の
生
産
県

で
あ
る
。
次
い
で
茨
城
県
、
鹿
児
島
県

の
順
で
、
茨
城
、
千
葉
、
鹿
児
島
は
絶

え
ず
２
，
３
，
４
番
目
を
争
っ
て
い
る
。

　

生
産
額
と
食
料
自
給
率
（
カ
ロ
リ
ー

ベ
ー
ス
）
の
関
係
で
は
、
生
産
額
上
位

の
道
県
の
中
で
、
自
給
率
で
は
北
海
道

（
自
給
率
１
９
８
）
以
外
は
１
０
０
％
を

切
っ
て
い
る
。

　

特
に
首
都
圏
の
千
葉
県
の
29
％
（
全

国
31
番
目
）、
工
業
県
の
愛
知
県
の
13
％

（
全
国
42
番
目
）
は
、
生
産
額
で
は
ト
ッ

プ
ク
ラ
ス
に
あ
り
な
が
ら
自
給
率
に
お

い
て
は
低
位
と
な
っ
て
い
る
。

　

参
考
ま
で
に
東
京
都
は
予
想
に
た
が

わ
ず
生
産
額
（
２
８
０
億
円
）、
食
料
自

給
率
（
１
％
）
と
も
に
47
番
目
で
あ
る
。

　

平
成
19
年
の
食
料
自
給
率
（
カ
ロ

リ
ー
ベ
ー
ス
）
都
道
府
県
概
算
値
を
見

る
と
１
０
０
％
を
超
え
て
い
る
の
は
９

道
県
に
過
ぎ
な
い
。

　

生
産
額
の
増
加
を
図
り
食
料
自
給
率

を
向
上
さ
せ
る
た
め
、
夫
々
の
地
域
特

性
に
合
っ
た
対
策
を
講
ず
べ
き
で
あ
る
。

　

千
葉
県
は
温
暖
な
気
候
の
中
で
広
い

大
地
と
三
方
を
囲
む
海
に
恵
ま
れ
、
全

国
有
数
の
農
林
水
産
県
と
し
て
発
展

し
、
首
都
圏
へ
の
重
要
な
食
料
供
給
基

地
と
な
っ
て
い
る
。

　

生
産
物
と
し
て
都
市
近
郊
、
北
総
台

地
、
海
匝
地
域
、
九
十
九
里
地
域
等
広

範
囲
に
わ
た
る
露
地
野
菜
、
施
設
野
菜

等
多
品
目
の
大
野
菜
産
地
を
形
成
。

　

利
根
川
流
域
及
び
九
十
九
里
地
域
で

は
米
。

　

南
房
総
地
域
の
花
き
栽
培
。

　

南
房
総
市
の
ビ
ワ
、
東
葛
飾
地
域
中

心
の
な
し
等
の
果
実
。

　

鴨
川
地
溝
帯
の
嶺
岡
山
系
の
酪
農
等

県
全
域
で
、
国
内
ト
ッ
プ
ク
ラ
ス
の
生

産
を
行
っ
て
い
る
。

　

千
葉
県
で
は
現
在
千
産
千
消
活
動
を

実
施
中
で
、
ま
ず
は
県
産
品
を
県
内
で

消
費
し
て
県
内
自
給
率
を
高
め
る
。

　

海
匝
・
香
取
地
域
は
日
本
有
数
の
生

産
性
を
誇
る
優
良
農
地
を
有
す
る
農
業

地
域
で
県
内
随
一
の
生
産
性
（
県
内
１

番
目
～
３
番
目
）
を
誇
る
。

　

県
内
１
番
目
は
旭
市
で
農
業
産
出
額

４
１
８
億
円
〈
全
国
９
番
目
〉、
２
番
目

が
香
取
市
で
農
業
産
出
額
３
２
１
億
円

〈
全
国
15
番
目
〉、
３
番
目
が
銚
子
市
で

２
２
８
億
円
で
あ
る
。

　

漁
業
に
関
し
て
銚
子
漁
港
は
多
種
多

様
な
魚
種
を
扱
い
、
全
国
屈
指
の
水
揚

量
を
誇
り
、
水
揚
量
21
万
８
千
ト
ン
で

平
成
19
年
全
国
１
番
で
あ
る
。

　

千
葉
県
の
食
料
自
給
率
（
カ
ロ
リ
ー

ベ
ー
ス
）
は
29
％
（
全
国
31
番
目
）
と

低
い
が
海
匝
・
香
取
地
域
は
高
く
、
銚

子
市
は
、
農
林
水
産
省
「
地
域
食
料
自

給
率
試
算
ソ
フ
ト
」
に
よ
る
食
料
自
給

率
が
２
５
８
％
を
示
す
。（
平
成
17
年
度

概
算
値
）

　

他
市
町
村
と
の
食
料
自
給
率
の
比
較

を
し
た
い
が
、
現
在
市
町
村
レ
ベ
ル
で

食
料
自
給
率
を
算
出
し
て
い
る
と
こ
ろ

は
、
残
念
な
が
ら
な
い
と
思
わ
れ
る
。

（
中
小
企
業
診
断
士　

布
施
光
義
）

都
道
府
県
別
の
農
業
生
産
と

食
料
自
給
率

千
葉
県
の
農
業

海
匝
・
香
取
地
域
の

食
料
産
出
額
と
自
給
率

都道府県別農業生産額

順位 県名
生産額 比率

備考
億円 ％

1 北海道 9,809 11.6
2 千葉県 4,119 4.9
3 茨城県 4,082 4.8
4 鹿児島県 4,053 4.8
5 愛知県 3,154 3.7

1− 5 １−５計 25,217 29.9
全国 全国合計 84,449 100.0

「食料自給表」等を基に農水省試算

都道府県別食料自給率

都道府県名
カロリーベース 生産額ベース

18年度
（確定値）

19年度
（概算値）
（A）

全国
順位

18年度
（確定値）

18年度
（概算値）
（B）

北海道 195 198 1 187 181
千葉県 29 29 31 73 71
茨城県 71 70 12 123 123
鹿児島県 83 84 11 225 224
愛知県 13 13 42 35 34
全国 39 40 68 66

「食料自給表」等を基に農水省試算

（%）
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組
合
の
定
款
お
よ
び
規
約
・
規
程
は
、

組
合
の
組
織
活
動
の
基
本
と
な
る
も
の

で
す
か
ら
、
そ
の
設
定
、
変
更
、
保
管

等
の
管
理
は
、常
に
細
心
の
注
意
を
も
っ

て
行
う
必
要
が
あ
り
ま
す
。
定
款
等
の

管
理
に
あ
た
っ
て
は
次
の
よ
う
な
事
項

に
留
意
す
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
て
い
ま

す
。定

款
、
規
約
・
規
程
の
区
分

　

定
款
は
、
組
合
の
憲
法
と
も
い
わ
れ
、

組
合
の
組
織
と
運
営
に
関
す
る
基
本
規

則
で
す
の
で
、
組
織
・
運
営
の
大
綱
を

規
定
す
る
に
と
ど
め
、
細
目
は
別
に
定

め
る
規
約
・
規
定
に
譲
り
ま
す
。

　

定
款
と
規
約
は
、
必
ず
組
合
の
事
務

所
に
備
え
置
く
こ
と
が
必
要
で
す
。

定
款

　

定
款
は
、
組
合
事
業
を
進
め
る
上
で

重
要
な
意
義
を
有
し
、
法
人
格
を
持
つ

た
め
に
は
不
可
欠
で
あ
る
た
め
、
組
合

の
設
立
認
可
申
請
の
際
の
必
要
書
類
の

一
つ
で
あ
り
、
組
合
の
組
織
・
運
営
等

に
つ
い
て
の
基
本
的
な
内
部
規
律
を
定

め
た
自
治
規
範
で
す
。
し
た
が
っ
て
、

定
款
の
設
定
・
改
廃
に
あ
た
っ
て
は
、

総
会
の
議
決
が
必
要
で
あ
り
、
議
決
の

方
法
も
総
組
合
員
の
半
数
以
上
の
出
席

を
得
て
そ
の
議
決
権
の
３
分
の
２
以
上

の
賛
成
を
得
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん（
特

別
議
決
）
し
、
そ
の
効
力
の
発
生
に
は

所
管
行
政
庁
の
認
可
を
必
要
と
し
ま

す
。

　

定
款
の
作
成
に
あ
た
っ
て
は
、
定
款

参
考
例
や
他
組
合
の
定
款
等
を
機
械
的

に
模
倣
す
る
こ
と
を
避
け
、
個
々
の
組

合
の
実
情
に
即
し
た
も
の
と
す
る
こ
と

が
求
め
ら
れ
ま
す
。

　

定
款
の
内
容
は
、
常
に
組
合
の
実
情

に
即
し
た
も
の
と
し
て
お
く
べ
き
で
あ

る
こ
と
か
ら
、
経
済
情
勢
の
変
動
そ
の

他
の
理
由
に
よ
り
、
組
合
の
実
情
に
そ

ぐ
わ
な
く
な
っ
た
と
き
は
、
遅
滞
な
く

そ
の
内
容
を
変
更
す
る
こ
と
が
必
要
で

す
。規

約
・
規
程

　

組
合
運
営
の
細
目
に
つ
い
て
は
、
規

約
・
規
程
を
制
定
し
、
定
款
で
定
め
ら

れ
た
事
項
の
運
用
・
手
続
き
の
明
確
化

等
を
図
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

　

規
約
・
規
程
に
つ
い
て
も
、
組
合
の

実
情
に
即
す
る
よ
う
積
極
的
に
設
定
・

改
廃
さ
れ
る
べ
き
で
、
規
約
は
、「
組
合

の
組
織
、
事
業
運
営
等
に
関
し
、
組
合

と
組
合
間
を
規
律
す
る
自
治
規
範
」
で

あ
る
こ
と
か
ら
、
そ
の
設
定
・
改
廃
は

総
会
の
権
限
に
属
し
ま
す
。

　

規
程
は
、「
組
合
の
事
務
執
行
上
に

必
要
な
関
係
を
規
律
す
る
内
規
」
で
あ

り
、
そ
の
設
定
・
改
廃
は
理
事
会
の
権

限
に
属
し
ま
す
。

改
正
手
続
き

　

定
款
、
規
約
等
は
本
来
総
会
お
よ
び

理
事
会
の
議
事
録
同
様
、
組
合
の
各
事

務
所
に
備
え
て
お
か
な
け
れ
ば
な
り
ま

せ
ん
（
組
合
員
名
簿
は
主
た
る
事
務
所

に
備
え
る
だ
け
で
足
り
ま
す
）。
そ
の
定

款
に
つ
い
て
改
正
の
必
要
が
生
ず
る
事

項
は
、
事
業
、
出
資
１
口
の
金
額
、
組

合
の
地
区
や
名
称
、
役
員
の
数
や
任
期

な
ど
が
多
い
よ
う
で
す
。

　

組
合
が
こ
れ
ら
に
つ
い
て
現
規
定
で

不
都
合
を
生
じ
た
と
き
に
は
、
定
款
変

更
を
発
議
し
ま
す
が
、
こ
の
場
合
ま
ず

第
一
の
手
続
き
は
総
会
の
招
集
で
す
。

（
総
会
の
招
集
お
よ
び
提
出
議
案
の
決

定
に
は
理
事
会
の
議
決
が
必
要
。）

　

そ
し
て
、
こ
れ
を
総
会
に
諮
り
こ
れ

を
議
決
（
特
別
議
決
）
し
ま
す
。
そ
の

次
に
総
会
の
議
事
録
と
改
正
箇
所
を
記

載
し
た
書
面
（
新
旧
対
照
表
）
お
よ
び

変
更
理
由
書
、
変
更
が
事
業
に
係
る
場

合
に
は
、
変
更
後
の
事
業
計
画
書
お
よ

び
収
支
予
算
書
を
添
付
し
て
所
管
行
政

庁
の
認
可
を
求
め
ま
す
。
行
政
庁
の
認

可
を
得
た
後
、
登
記
事
項
に
つ
い
て
は

登
記
を
行
い
、
一
切
の
手
続
き
が
終
了

し
ま
す
。

中
小
企
業
組
合
定
款
参
考
例

　

模
範
定
款
例
は
、
中
小
企
業
庁
が
定

款
の
記
載
事
項
に
関
す
る
指
導
上
の
参

考
と
し
て
定
め
て
い
た
も
の
で
す
が
、

法
律
の
規
定
は
、
絶
対
的
必
要
記
載
事

項
及
び
別
に
定
め
た
場
合
に
は
相
対
的

必
要
記
載
事
項
が
記
載
さ
れ
て
い
れ
ば

定
款
と
し
て
有
効
な
も
の
と
な
り
得
る

も
の
と
し
て
い
る
。
法
律
に
模
範
定
款

例
を
定
め
る
旨
の
規
定
は
な
く
、
今
後
、

都
道
府
県
の
自
治
事
務
に
つ
い
て
、
国

が
モ
デ
ル
を
示
す
こ
と
は
し
な
い
と
の

基
本
的
な
考
え
方
か
ら
、
平
成
12
年
５

月
30
日
に
模
範
定
款
例
廃
止
の
通
達
を

各
通
商
産
業
局
長
及
び
都
道
府
県
知
事

に
通
知
し
ま
し
た
。

　

こ
れ
を
受
け
て
、
全
国
中
央
会
で
は
、

定
款
の
作
成
・
変
更
に
際
し
て
、
模
範

と
し
て
こ
れ
に
倣
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
定
款
例
と
し
て
で
は
な
く
、
一
つ
の

参
考
例
と
し
て
利
用
さ
れ
る
べ
き
も
の

と
し
て
「
中
小
企
業
組
合
定
款
参
考
例
」

を
作
成
し
て
お
り
ま
す
。

定
款
、
規
約
等
の

制
定
・
改
廃

組
合
Ｑ
＆
Ａ
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定
款
変
更
の
効
力
発
生
時
期

に
つ
い
て

Ｑ
．
組
合
法
第
51
条
第
２
項
に
お
い
て

「
定
款
の
変
更
は
、
行
政
庁
の
認
可
を
受

け
な
け
れ
ば
、
そ
の
効
力
を
生
じ
な
い
」

と
規
定
さ
れ
て
い
る
が
、
変
更
し
た
場

合
、
そ
の
効
力
の
発
生
時
期
は
、
認
可

を
し
た
と
き
で
あ
る
か
、
あ
る
い
は
組

合
が
変
更
決
議
を
し
た
と
き
に
遡
及
す

る
の
か
。

Ａ
．
定
款
変
更
の
効
力
は
、
行
政
庁
が

認
可
し
た
と
き
に
発
生
し
、
組
合
が
定

款
変
更
を
議
決
し
た
と
き
に
遡
及
し
な

い
も
の
と
解
す
る
。

　

な
お
、
効
力
発
生
時
期
を
さ
ら
に
厳

密
に
い
え
ば
、
定
款
変
更
の
認
可
は
、

行
政
処
分
で
あ
る
か
ら
、
行
政
庁
に
お

い
て
決
議
を
終
わ
っ
た
日
又
は
認
可
書

を
作
成
し
た
日
に
そ
の
効
力
が
発
生
す

る
の
で
は
な
く
、
認
可
が
あ
っ
た
こ
と

を
組
合
が
知
り
得
た
と
き
、
す
な
わ
ち

認
可
書
が
組
合
に
到
達
し
た
と
き
か
ら

効
力
が
発
生
す
る
こ
と
と
な
る
。

法
令
の
改
廃
等
に
よ
り
当
然
変
更
す

る
定
款
の
変
更
手
続
に
つ
い
て

Ｑ
⑴
．
法
令
の
改
廃
に
よ
り
既
存
の
定

款
規
定
が
当
然
に
変
更
さ
れ
る
場
合
の

定
款
変
更
は
、
変
更
さ
れ
る
定
款
の
規

定
は
法
律
上
無
効
で
あ
る
か
ら
、
総
会

の
決
議
を
経
な
い
で
こ
れ
を
変
更
す
る

こ
と
が
で
き
る
か
。

Ｑ
⑵
．
事
務
所
の
所
在
地
が
、
行
政
区

画
の
変
更
に
よ
り
変
更
す
る
場
合
等
定

款
規
定
の
中
で
事
実
に
基
礎
を
有
す
る

も
の
は
、
そ
の
事
実
の
変
更
に
よ
り
定

款
を
変
更
す
る
場
合
に
は
、
Ｑ
⑴
の
理

由
に
よ
り
、
総
会
の
決
議
を
必
要
と
し

な
い
か
。

Ａ
．
法
令
の
改
廃
に
よ
る
定
款
変
更
で

あ
っ
て
も
総
会
の
決
議
並
び
に
行
政
庁

の
認
可
は
必
要
で
あ
り
、
行
政
区
画
の

変
更
等
に
伴
う
定
款
変
更
に
つ
い
て
も

同
様
と
解
す
る
。

認
可
を
受
け
な
い
変
更
定
款
に
よ
る

役
員
選
挙
の
効
力
に
つ
い
て

Ｑ
．
役
員
の
選
挙
に
、
指
名
推
選
の
方

法
を
取
り
入
れ
る
よ
う
に
総
会
に
お
い

て
定
款
変
更
の
議
決
を
し
て
、
そ
の
直

後
に
指
名
推
選
の
方
法
に
よ
り
役
員
の

選
挙
を
行
い
、
し
か
も
こ
の
指
名
推
選

の
方
法
に
よ
り
選
ば
れ
た
役
員
は
、
定

款
の
変
更
に
つ
き
行
政
庁
の
認
可
が

あ
っ
た
日
に
就
任
す
る
も
の
で
あ
る
こ

と
を
同
総
会
に
お
い
て
確
認
し
た
。 

こ

の
よ
う
な
役
員
の
改
選
は
適
法
で
あ
る

か
否
か
。

Ａ
．
定
款
の
変
更
に
つ
い
て
行
政
庁
の

認
可
が
あ
っ
た
日
に
就
任
す
る
旨
の
停

止
条
件
が
付
さ
れ
た
役
員
の
改
選
で
あ

る
か
ら
、
適
法
で
あ
る
と
解
す
る
。

増
員
分
役
員
の
就
任
、
就
任

日
に
つ
い
て

Ｑ
．
総
会
に
お
い
て
役
員
の
定
数
の
増

員
を
議
決
す
る
と
同
時
に
、
定
款
の
変

更
に
伴
う
行
政
庁
の
認
可
を
待
た
ず

に
、
同
日
直
ち
に
議
決
さ
れ
た
新
し
い

定
数
に
よ
る
役
員
の
選
挙
を
行
い
、
そ

の
状
況
を
記
入
し
た
議
事
録
を
添
付
し

た
役
員
定
数
の
変
更
の
定
款
変
更
認
可

申
請
書
を
行
政
庁
に
提
出
し
よ
う
と
す

る
場
合
、
ど
の
よ
う
に
す
べ
き
か
。

Ａ
．
設
問
の
ご
と
く
、
役
員
の
定
数
の

増
加
に
つ
き
定
款
の
変
更
を
議
決
し
た

総
会
に
お
い
て
、
行
政
庁
の
認
可
を
待

た
ず
、
た
だ
ち
に
増
員
分
の
役
員
を
含

め
た
役
員
の
全
員
の
選
挙
を
行
お
う
と

す
る
場
合
は
、
次
の
方
法
に
よ
れ
ば
有

効
と
解
さ
れ
る
。

⑴
定
款
変
更
前
の
定
数
に
よ
る
役
員
の

選
挙
と
増
員
分
の
役
員
の
選
挙
と
を
区

別
し
て
行
う
こ
と
と
し
、
定
款
変
更
前

の
定
数
に
よ
る
部
分
の
役
員
は
、
た
だ

ち
に
就
任
し
、
増
員
分
の
役
員
は
選
挙

の
際
に
定
款
の
変
更
に
つ
き
行
政
庁
の

認
可
を
受
け
た
日
か
ら
就
任
す
る
旨
の

停
止
条
件
を
付
し
て
お
き
（
停
止
条
件

を
付
し
た
旨
は
議
事
録
に
明
確
に
記
載

す
る
こ
と
を
要
す
る
）、
そ
の
条
件
が
満

た
さ
れ
た
日
、
す
な
わ
ち
行
政
庁
の
認

可
の
あ
っ
た
日
に
就
任
す
る
。

⑵
定
款
変
更
に
よ
る
増
員
分
を
含
め
た

全
役
員
の
選
挙
を
一
括
し
て
行
う
こ
と

と
し
、
そ
の
際
に
役
員
の
全
員
に
つ
き

⑴
の
よ
う
な
停
止
条
件
を
付
し
、
そ
の

条
件
が
満
た
さ
れ
た
日
に
就
任
す
る
。

役
員
任
期
の
延
長
に
よ
る
現

役
員
の
任
期
に
つ
い
て

Ｑ
．
役
員
の
任
期
が
定
款
変
更
に
よ
り

延
長
さ
れ
た
場
合
に
変
更
時
の
役
員
の

任
期
に
つ
い
て
は
、
変
更
時
の
役
員
は

就
任
時
の
委
任
契
約
に
基
づ
く
の
で
、

新
た
な
任
期
に
拘
束
さ
れ
な
い
と
の
説

が
あ
る
が
ど
う
か
。

Ａ
．
定
款
は
組
合
お
よ
び
役
員
を
拘
束

す
る
法
規
制
を
有
す
る
か
ら
、
役
員
は

委
任
契
約
よ
り
も
定
款
に
拘
束
さ
れ
る

の
で
、
延
長
さ
れ
た
任
期
に
従
わ
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
と
解
す
る
。

◎
詳
細
は
本
会
設
立
相
談
室

　

℡
０
４
３
・
３
０
６
・
３
２
８
５
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官
公
需
適
格
組
合
と
21
年
度
上
半
期
の
発
注
情
報

　　

国
等
の
契
約
方
針

　

国
等
の
契
約
方
針
は
、
中
小
企
業
者

の
受
注
の
機
会
の
増
大
を
図
る
た
め
、

官
公
需
法
に
基
づ
き
毎
年
閣
議
決
定
さ

れ
て
い
る
も
の
で
、
平
成
21
年
の
措
置

と
し
て
次
の
17
項
目
を
決
定
し
た
。

　

①
地
域
の
中
小
企
業
者
の
適
切
な
評

価
等
②
分
離
・
分
割
発
注
の
推
進
③
前

倒
し
発
注
及
び
適
正
な
納
期
・
工
期
の

設
定
④
適
正
価
格
で
の
契
約
等
の
推
進

⑤
情
報
提
供
の
促
進
⑥
発
注
情
報
等
の

提
供
⑦
中
小
企
業
官
公
需
特
定
品
目
の

発
注
計
画
に
関
す
る
情
報
の
提
供
及
び

受
注
機
会
の
増
大
⑧
官
公
需
適
格
組
合

等
の
活
用
⑨
指
名
競
争
契
約
等
に
お
け

る
受
注
機
会
の
増
大
⑩
中
小
企
業
者
へ

の
説
明
の
徹
底
⑪
銘
柄
指
定
の
廃
止

⑫
地
方
支
分
部
局
等
に
お
け
る
地
域
の

中
小
企
業
者
等
の
活
用
⑬
中
小
建
設
業

者
に
対
す
る
配
慮
⑭
技
術
力
の
あ
る
中

小
企
業
者
に
対
す
る
受
注
機
会
の
増
大

⑮
新
規
事
業
者
に
対
す
る
受
注
機
会
の

増
大
⑯
調
達
手
続
に
関
す
る
簡
素
・
合

理
化
⑰
中
小
企
業
者
の
自
主
的
努
力
の

助
長
。

　

な
お
、
中
小
企
業
者
向
け
契
約
目
標

は
５
兆
１
９
９
３
億
円
（
20
年
度
は

４
兆
１
６
５
２
億
円
）。

　

官
公
需
適
格
組
合

　

ま
た
、
官
公
需
施
策
の
受
け
皿
の
中

心
に
な
っ
て
い
る
官
公
需
適
格
組
制
度

は
、
事
業
協
同
組
合
等
の
中
で
特
に
官

公
需
の
受
注
に
対
し
意
欲
的
で
あ
り
、

か
つ
受
注
し
た
契
約
は
十
分
に
責
任
を

も
っ
て
実
施
し
得
る
共
同
受
注
体
制
が

整
備
さ
れ
た
組
合
に
対
し
て
、
申
請
に

基
づ
き
、
経
済
産
業
局
長
が
証
明
す
る

制
度
で
、
発
注
機
関
が
事
業
協
同
組
合

等
の
積
極
的
活
用
を
図
る
た
め
の
便
宜

に
供
す
る
も
の
で
す
。

　
「
証
明
区
分
」
は
物
品
の
納
入
、
製
造

の
請
負
又
は
役
務
の
提
供
（
以
下
「
物

品
納
入
等
」
と
い
う
。）
と
工
事
の
請
負

（
以
下
「
工
事
」
と
い
う
。）
で
、「
証
明

基
準
」
は
①
共
同
事
業
の
協
調
性
・
円

滑
性
②
官
公
需
の
受
注
に
関
す
る
熱
心

度
③
共
同
受
注
体
制
④
経
理
的
基
礎
等

に
つ
い
て
、
そ
れ
ぞ
れ
に
定
め
ら
れ
て

お
り
ま
す
が
、
以
下
は
こ
の
う
ち
の
③

の
共
同
受
注
体
制
に
つ
い
て
の
証
明
基

準
で
す
。
官
公
需
の
共
同
受
注
を
計
画

し
て
い
る
組
合
は
、
一
度
官
公
需
適
格

組
合
の
証
明
を
受
け
る
こ
と
を
検
討
し

て
み
て
は
ど
う
で
し
ょ
う
か
。

▽
物
品
納
入
等

⑴
事
務
局
常
勤
役
職
員
が
２
名
以
上
い

る
こ
と
。

⑵
共
同
受
注
担
当
役
員
が
定
め
ら
れ
て

い
る
こ
と
。

⑶
共
同
受
注
担
当
役
員
を
含
め
た
若
干

名
を
も
っ
て
構
成
す
る
共
同
受
注
委
員

会
が
設
置
さ
れ
て
い
る
こ
と
。

⑷
次
の
内
容
を
有
す
る
官
公
需
共
同
受

注
規
約
が
定
め
ら
れ
て
い
る
こ
と
①
組

合
が
受
注
し
よ
う
と
す
る
物
品
等
の
種

類
及
び
規
模
②
共
同
受
注
に
係
る
物
品

等
に
つ
い
て
の
具
体
的
か
つ
公
正
な
配

分
基
準
③
組
合
役
員
及
び
共
同
受
注
に

係
る
案
件
を
実
施
し
た
組
合
員
が
当
該

案
件
に
関
し
連
帯
し
て
責
任
を
負
う
旨
。

⑸ 
⑶
の
共
同
受
注
委
員
会
が
適
正
に
運

営
が
行
わ
れ
、
⑷
の
共
同
受
注
規
約
に

従
っ
て
組
合
運
営
が
行
わ
れ
て
い
る
こ

と
。

⑹
共
同
受
注
し
た
案
件
に
関
す
る
検
査

体
制
が
確
立
さ
れ
て
い
る
こ
と
。

⑺
そ
の
他
共
同
受
注
体
制
に
関
し
問
題

が
あ
る
と
認
め
ら
れ
る
も
の
で
は
な
い

こ
と
。

▽
工
事

⑴
事
務
局
役
職
員
が
次
の
よ
う
で
あ
る

こ
と
①
公
共
性
の
あ
る
工
事
で
あ
っ
て
、

工
事
１
件
の
請
負
代
金
の
額
が

１
５
０
０
万
円
以
上
の
も
の
（
電
気
工

事
、管
工
事
、電
気
通
信
工
事
又
は
さ
く

井
工
事
に
あ
っ
て
は
５
０
０
万
円
以
上
）

を
請
け
負
お
う
と
す
る
組
合
に
あ
っ
て

は
、事
務
局
常
勤
役
員
が
１
名
以
上
、常

勤
職
員
が
２
名
以
上
お
り
、
当
該
役
職

員
の
う
ち
２
名
以
上
が
技
術
職
員
で
あ

る
こ
と
②
上
記
以
外
の
工
事
を
請
け
負

お
う
と
す
る
組
合
に
あ
っ
て
は
、
事
務

局
常
勤
役
職
員
が
２
名
以
上
い
る
こ
と
。

⑵
組
合
独
自
の
事
務
所
を
有
し
て
い
る

こ
と
。

⑶
共
同
受
注
担
当
役
員
が
定
め
ら
れ
て

い
る
こ
と
。

⑷
共
同
受
注
担
当
役
員
を
含
め
た
若
干

名
を
も
っ
て
構
成
す
る
共
同
受
注
委
員

会
が
設
置
さ
れ
て
い
る
こ
と
。

⑸ 

⑴
の
①
に
掲
げ
る
組
合
に
あ
っ
て

は
、
組
合
の
役
員
及
び
技
術
者
が
中
心

と
な
り
、
共
同
受
注
に
係
る
工
事
の
施

工
の
基
本
方
針
等
に
つ
い
て
の
総
合
的

な
企
画
及
び
調
整
を
行
う
企
画
・
調
整

委
員
会
が
設
置
さ
れ
て
い
る
こ
と
。
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⑹
次
の
内
容
を
有
す
る
官
公
需
共
同
受

注
規
約
が
定
め
ら
れ
て
い
る
こ
と
①
組

合
が
受
注
し
よ
う
と
す
る
工
事
の
種
類

及
び
規
模
②
共
同
受
注
に
係
る
工
事
に

つ
い
て
の
具
体
的
か
つ
公
正
な
配
分
基

準
③
組
合
技
術
職
員
が
共
同
受
注
に
係

る
工
事
の
現
場
に
お
い
て
、
施
行
組
合

員
の
技
術
職
員
と
の
密
接
な
連
絡
の
下

に
技
術
上
の
総
合
的
な
監
督
指
導
に
当

た
る
旨
④
組
合
の
役
員
及
び
共
同
受
注

に
係
る
工
事
を
施
工
し
た
組
合
員
が
当

該
工
事
に
関
し
連
帯
し
て
責
任
を
負
う

旨
⑤
共
同
受
注
に
係
る
工
事
を
施
工
し

た
組
合
員
が
脱
退
す
る
場
合
に
は
、
当

該
案
件
に
関
し
脱
退
後
に
お
い
て
も
連

帯
し
て
責
任
を
負
う
旨
の
取
組
め
を
組

合
と
交
わ
す
旨
。

⑺ 

⑷
の
共
同
受
注
委
員
会
及
び
⑸
の
企

画
・
調
査
委
員
会
が
適
正
に
運
営
が
行

わ
れ
、
⑹
の
共
同
受
注
規
約
に
従
っ
て

組
合
運
営
が
行
わ
れ
て
い
る
こ
と
。

⑻
共
同
受
注
に
係
る
工
事
に
関
す
る
検

査
体
制
が
確
立
さ
れ
て
い
る
こ
と
。

⑼
そ
の
他
共
同
受
注
体
制
に
関
し
、
問

題
が
あ
る
と
認
め
ら
れ
る
も
の
で
な
い

こ
と
。

◎
詳
細
は
商
業
支
援
課
官
公
需
担
当

　

℡
０
４
３
・
３
０
６
・
３
２
８
４

官公需発注情報〈平成21年度上半期〉
　県下の官公需発注情報をお知らせ致します。誌面の都合上、調査にご協力いただいた回答の中から抜粋掲載致しまし
たので、入札の詳細につきましては、直接、下記の担当窓口までご照会下さい。 なお、工事の金額につきましては公表
はしておりません。

区
分 発注官公庁名 担当窓口 発注物品、役務工事名 発注概算金額

（千円）

国　

等

千葉保護観察所 企画調整課
043-204-7791 印刷、事務用品 －

千葉刑務所 用度課
043-231-1191

被収容者給食用食料品、強化精麦
ガソリン、軽油 －

独立行政法人都市再生機構
千葉地域支社

総務企画部
043-296-7200

金田東地区３－３工区外整地他工事
Ｈ21浦安ＭＥ21望海の街有線情報システム設備改
修工事
平成21年度行田団地２－１号棟他４棟鋼製手摺修
繕工事

－

市　

町　

村　

等

千葉県農林水産部 農林水産政策課
043-223-2916

Ａ重油
北郷 幹線排水路工事
染井２期 橋梁工事

－

千葉県警察本部 総務部会計課
043-201-0110（代表）

指紋情報管理システム機器賃貸借
四輪運転シュミレーター装置賃貸借
移動交番車

－

千葉市 契約課
043-245-5090

千葉市立鎌取第三中学校（仮称）新築工事
村田町34号線外道路改良工事
千葉市若葉消防署新築工事
小中台高架橋１号耐震補強工事
新港横戸町線１工区本線整備工事

－

船橋市 契約課
047-436-2111（代表）

（仮称）船橋市坪井公民館新築工事
船橋市消費生活センター改修工事
ふなばし三番瀬海浜公園人工海浜安全柵改修工事

－

我孫子市 管財課
04-7185-1111（代表）

自転車駐車場一時利用券売機
公下管我北第６処理（中峠台・１工区）
公下管（高野山小学校下）
公下管（松園）
仮）排水管・排水路工事

－

柏市 契約課
04-7167-1111（代表）

第２庁舎低層棟屋上防水，塗装工事
舗装維持補修工事
柏の葉庭球場側溝敷設替工事

－

大網白里町 財政課
0475-70-0312

道路改良工事（木崎地内）
多目的広場整備工事（季美の森南地内） －

 2009.911
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National Convention in Chiba
中小企業団体全国大会参加者募集

　本年度で61回目を迎える中小企業団体全国大会は、「激動のとき 今こそ発揮 団結の力！」を統一
テーマに、自らの決意を表明するとともに、国等に対して中小企業組合を中心とする連携組織
の成果を示し、これら連携組織を通じた中小企業の振興・発展が、豊かな社会の実現を図るた
めの礎であることを訴えるために開催するものです。
　61回の歴史の中で、千葉県においては初めての開催となりますので、全国の中小企業団体の
代表者と経済産業大臣をはじめとする行政機関の皆様や関係機関の皆様等をオール千葉県中央
会で、暖かくお迎えしたいと思っております。各組合から１名以上のご参加をお願いい
たします。

　■ 日　時　　平成21年11月19日（木）午後１時30分 ～ 4時

　■ 場　所　　幕張メッセ「イベントホール」（JR京葉線「海浜幕張」駅下駅）

　■ 参加料　　1名　4,000円
            　　
　■ 主　催　　全国中小企業団体中央会 / 千葉県中小企業団体中央会

　■ 問合先　　中小企業団体全国大会開催準備室　℡. 043-242-3277

　中小企業の組織化を
　事業協同組合を設立し、「大口受注を開拓したい。」、「新たな販路を広げたい。」、「任意
組合を法人化したい。」
　企業組合を設立し、「仲間が持つ技術やノウハウを活かして新しいビジネスをはじめた
い。」、「主婦仲間が持つキャリアを活かして地域活動を始めたい。」
　商店街振興組合を設立して、「商業環境の整備や街づくりをして、商店街の活性化につ
なげたい。」

　組織化（組合設立）のご相談をいつでも無料で応じております。
　一般の中小企業の皆様はもとより、市町村の商工担当者や商工会議所、商工
会の指導員の皆様もお気軽にご相談ください。

　■ 相談窓口：設立相談室　℡. 043-306-3285
　　  URL http//www.chuokai-chiba.or.jp/chuokai/guide/4_1.html
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中央会事務所のレイアウトが変わりました

■千葉県中小企業団体中央会（電話はダイヤル・インです。）

■ 総務部
　・総務課 ０４３－３０６－３２８１
■ 連携支援部
　・商業支援課 ０４３－３０６－３２８４
　・工業支援課 ０４３－２４２－３２７７
　・経営支援課 （ものづくり支援事業） ０４３－３０６－３２８２
　・地域力連携拠点事業
　　　　応援コーディネーター ０４３－３０６－３２８３　　　　
■ 設立相談室 ０４３－３０６－３２８５

　＊役員への電話は総務課、事務局長へは工業支援課へ
　＊ファクシミリ：043-247-8410

主
任
・
診
断
士

　

清
水　

真

主
任
・
診
断
士

　

増
野
雅
之

診
断
士

　

石
井
和
男

副
主
任
・
診
断
士

　

池
永
敏
之

診
断
士

　

石
井　

修

診
断
士

　

野
々
上
寛

推
進
員

　

岡
林　

泰

【連携支援部】

副
室
長

　

鳥
居
俊
夫

副
室
長

　

錦
織
義
雄

副
主
幹

　

齋
藤　

昇

【設立相談室】

主
査

　

白
井
孝
典

主
幹
兼
副
課
長

　

東　

克
典

主
事

　

堀
江
勇
介

主
事

　

池
澤
由
寿

地
域
専
従
者

武
智
保
行
・
助
村
　

武

時
田
英
和

【連携支援部】

（経営支援課） （工業支援課） （商業支援課） （総 務 課）

副
課
長

　

福
永
正
昭

課
長

　

斉
藤　

清

主
事

　

箱
崎
美
和

主
事

　

田
川　

花

診
断
協
会
事
務
局

　

古
屋
浩
子

主
事

　

木
村
慎
吾

（事務局長）

副
主
幹

　

海
老
根
博

課
長

　

橋
本
健
一

主
事

　

鷲
崎
良
哉

主
事

　

豊
田
泰
寛

主
事

　

渡
邊
幸
恵

【連携支援部】

主
査

　

古
沢
安
代

副
課
長

　

田
川
幸
宗

調
査
役

　

船
渡
川
孝

主
事

　

宮
崎
明
美

【総　務　部】（事務局次長）

室　長
浜野幸男

副部長兼　　
経営支援課長
河野弘樹

藤原　誠 部　長
今関光俊

事務局次長
兼部長　　
岩崎照明

興津俊雄

（常務理事）

伊東雄二

（専務理事）

佐藤敏雄

地域力連携拠点事業
応援コーディネータ

ソファ ソファ

ソファ

ソファ

テーブル

ソ
フ
ァ

ソ
フ
ァ

テ
ー
ブ
ル

出 入 口 出 入 口 出 入 口
通路 通路

出
入
口 会議室〒260-0026

千葉市中央区千葉港 4−２
（千葉県中小企業会館内）
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情
報
連
絡
員
報
告
を
中
心
と
し
た

県
内
の
中
小
企
業
動
向

7
月

■
味
噌
製
造 
【
県
内
全
域
】

　

味
噌
の
輸
入
量
は
毎
月
２
ケ
タ
の
伸

び
を
続
け
て
き
た
が
、
一
昨
年
の
金
融

危
機
の
影
響
か
ら
か
１
月
～
５
月
累
計

の
前
年
比
は
マ
イ
ナ
ス
16
％
（
７
２
２

㌧
減
少
）
で
し
た
。

■
製
材 

【
県
内
全
域
】 

　

雨
期
は
建
築
需
要
が
少
な
い
時
期
で

も
あ
り
、
販
売
量
が
減
少
し
て
い
る
。

■
製
材 

【
木
更
津
】 

　

需
要
不
振
の
た
め
工
場
の
操
業
を
短

縮
し
て
い
る
。

■
印
刷 

【
県
内
全
域
】 

　

７
月
の
売
上
高
は
、
前
月
と
比
較
し

て
官
民
共
に
若
干
減
少
し
た
。
６
月
の

印
刷
用
紙
の
総
在
庫
量
は
２
１
０
％
台

と
過
去
に
な
い
数
量
に
な
っ
て
い
る
。

一
方
、
６
月
の
用
紙
板
紙
の
輸
入
は
前

年
同
月
比
で
４
倍
強
と
な
り
、
こ
の
量

は
同
月
国
内
出
荷
量
の
15
％
に
な
り
、

印
刷
会
社
が
顧
客
か
ら
の
値
下
げ
要
請

に
安
い
輸
入
紙
で
対
応
し
て
い
る
こ
と

が
窺
え
る
。

■
生
コ
ン
製
造 

【
県
内
全
域
】

　

需
要
の
落
込
み
が
大
き
く
、
苦
労
し

て
い
る
。

■
電
気
鍍
金 

【
県
内
全
域
】 

　

前
年
度
比
の
数
値
は
、
全
項
目
減
少

ま
た
は
、
悪
化
と
な
っ
て
い
る
が
、
前

月
比
で
は
10
％
位
の
プ
ラ
ス
に
な
っ
て

い
る
も
の
の
、
受
注
は
33
％
程
度
の
減

少
と
な
っ
て
、
既
に
３
勤
４
休
の
企
業

も
出
て
い
る
。

■
鉄
工 

【
千
葉
】 

　

景
気
の
「
底
打
ち
」
が
若
干
感
じ
ら

れ
る
が
、
組
合
員
全
体
で
み
る
と
、
稼

働
状
況
が
あ
ま
り
に
も
低
水
準
下
に
あ

る
た
め
、
厳
し
い
状
態
が
続
い
て
い
る
。

■
機
械
部
品
製
造 

【
流
山
】 

　

お
盆
休
み
前
に
若
干
仕
事
が
増
え
た

が
、
休
暇
の
為
の
在
庫
調
整
程
度
で
景

気
回
復
の
兆
し
で
は
な
い
。
仕
事
減
の

た
め
に
盆
休
暇
を
長
く
す
る
企
業
が
増

え
た
。

■
採
石 

【
県
内
全
域
】 

　

今
年
度
に
入
り
６
月
分
の
出
荷
量
は

５
月
分
に
比
較
し
て
若
干
増
加
し
て
い

る
も
の
の
、他
地
区
（
伊
豆
）
と
の
競
争

も
あ
り
、
価
格
の
引
き
下
げ
が
起
こ
る

な
ど
、
予
断
を
許
さ
な
い
状
況
で
あ
る
。

　

組
合
は
東
京
オ
リ
ン
ピ
ッ
ク
が
決
定

し
、
そ
れ
に
伴
う
公
共
工
事
の
大
幅
な

増
加
に
期
待
し
て
い
る
。

■
総
合
卸
売 

【
千
葉
県
・
東
京
都
】

　

低
価
格
志
向
の
反
映
か
ら
か
ビ
ー
ル

の
出
荷
量
が
減
少
し
、
第
３
の
ビ
ー
ル

系
飲
料
に
シ
フ
ト
し
て
い
る
。

■
食
肉
卸
売 

【
千
葉
市
他
】 

　

国
産
牛
肉
・
豚
肉
消
費
が
減
少
し
、

売
上
高
が
減
少
し
て
い
る
。

■
建
築
材
料
卸
売 

【
県
内
全
域
】 

　

前
月
よ
り
更
に
落
ち
込
む
。
総
選
挙

で
ど
の
政
権
に
な
っ
て
も
公
共
事
業
、

箱
物
は
更
に
減
少
す
る
こ
と
で
あ
ろ
う

か
ら
セ
メ
ン
ト
・
建
設
関
連
の
厳
冬
・

氷
河
期
は
こ
れ
か
ら
も
続
く
だ
ろ
う
。

　

需
要
の
極
端
な
減
少
は
こ
れ
か
ら
も

か
な
り
の
期
間
続
き
、
セ
メ
ン
ト
と
建

設
関
連
は　

存
亡
を
か
け
た
戦
い
の

日
々
と
な
っ
て
い
る
。

■
自
動
車
解
体 

【
県
内
全
域
】

　

素
材
（
金
属
）
価
格
が
少
し
ず
つ
上

昇
し
て
い
る
。
し
か
し
、
車
両
の
仕
入

価
格
も
上
昇
傾
向
に
あ
る
。

■
小
売 

【
柏
】 

　

早
々
に
夏
物
の
バ
ー
ゲ
ン
が
始
ま
っ

た
が
、
天
候
不
順
が
重
な
り
、
売
り
上

げ
不
振
で
あ
る
。
消
費
者
の
購
買
意
欲

は
低
く
、
先
行
き
全
く
不
透
明
で
あ
る
。

■
電
気
機
器
小
売 
【
県
内
全
域
】

　

デ
ジ
タ
ル
家
電
も
一
段
落
し
て
景
況

は
悪
化
し
て
い
る
。
た
だ
世
間
の
不
況

感
ほ
ど
で
は
な
い
。
家
電
業
界
は
ま
だ

ま
だ
め
ぐ
ま
れ
て
い
る
の
か
。

■
中
古
車
販
売 

【
県
内
全
域
】 

　

卸
売
市
場
は
引
き
合
い
が
慎
重
基

調
。

　

流
通
在
庫
の
減
少
に
は
さ
ら
に
拍
車

が
か
か
っ
て
い
る
。仕
入
も
さ
ら
に
セ
ー

ブ
す
る
ム
ー
ド
が
広
が
り
、
在
庫
調
整

も
次
第
に
加
速
し
て
、引
き
合
い
は
ペ
ー

ス
ダ
ウ
ン
し
て
く
る
可
能
性
が
あ
る
。

■
小
売 

【
東
金
】

　

６
月
下
旬
よ
り
夏
物
バ
ー
ゲ
ン
が
始

ま
っ
た
所
も
あ
り
、
７
月
中
旬
に
は
頭

打
ち
の
状
況
。
ギ
フ
ト
関
連
も
大
手
が

早
期
受
注
を
す
る
よ
う
に
な
り
、
実
際

の
繁
忙
時
期
が
下
が
っ
て
い
る
。
下
旬

は
、
天
候
が
悪
く
、
例
年
と
は
違
っ
た

夏
に
な
っ
て
し
ま
っ
た
。

■
小
売 

【
野
田
】 

　

割
引
セ
ー
ル
期
間
中
の
売
上
は
増
加

す
る
が
、
割
引
な
し
の
日
の
売
上
が
落

ち
る
と
い
っ
た
、
消
費
者
の
生
活
防
衛

の
た
め
の
価
格
に
対
す
る
厳
し
さ
が
で

て
き
て
い
る
。

■
建
設
揚
重 

【
県
内
全
域
】 

　

主
だ
っ
た
工
事
な
し
、
一
部
に
値
下

が
り
が
出
て
き
た
状
況
。

■
遊
覧
船 

【
鴨
川
】 

　

ア
ク
ア
ラ
イ
ン
の
土
日
割
引
が
南
房

総
の
各
施
設
の
集
客
度
が
二
極
化
し
て

い
る
。
良
い
の
は
マ
ザ
ー
牧
場
、
シ
ー

ワ
ー
ル
ド
、
南
房
パ
ラ
ダ
イ
ス
、
悪
い

の
は
東
京
湾
フ
ェ
リ
ー
で
、
８
月
に
は

更
な
る
二
極
化
が
進
む
と
思
わ
れ
る
。

■
一
般
廃
棄
物
処
理 

【
千
葉
】

 

前
月
比
で
は
好
転
し
た
よ
う
に
思
い
ま

す
が
、
前
年
度
比
で
は
悪
化
し
、
厳
し

い
状
況
で
す
。

■
学
習
塾 

【
県
内
全
域
】 

　

夏
期
講
習
は
一
番
の
収
入
源
だ
が
、

少
子
化
の
中
で
塾
へ
通
う
生
徒
と
通
わ

な
い
生
徒
と
に
は
っ
き
り
分
か
れ
て
き

て
い
る
の
で
、
全
体
の
パ
イ
は
固
定
し

て
き
て
い
る
。
各
塾
に
よ
り
増
減
の
差

は
あ
る
も
の
の
、
全
体
と
し
て
は
横
ば

い
状
態
で
あ
る
と
い
え
る
。

■
土
木
建
築
サ
ー
ビ
ス 

【
県
内
全
域
】

　

依
然
と
し
て
、
厳
し
い
状
況
に
あ
る
。

平
成
21
年
度
事
業
の
発
注
が
出
始
め
て

い
る
。

■
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア 

【
県
内
全
域
】 

　

引
き
続
き
厳
し
い
状
況
に
あ
る
。

■
建
設 

【
県
内
全
域
】 

　

受
注
額
は
前
月
と
同
じ
で
あ
っ
た
が
、

一
般
入
札
の
影
響
に
よ
り
、
落
札
率
が

低
下
。
そ
し
て
、
受
注
し
て
も
利
益
が

で
な
い
現
象
が
出
て
き
て
い
る
。

■
貨
物
運
送 

【
野
田
】 

　

は
っ
き
り
と
し
た
梅
雨
明
け
と
な
ら

ず
、
夏
物
商
品
の
動
き
が
悪
い
た
め
、

運
送
業
も
低
迷
中
で
あ
る
。

■
輸
出
入 

【
県
内
全
域
】 

　

夏
休
み
に
な
っ
た
の
で
、
成
田
空
港

の
売
上
増
が
少
し
み
ら
れ
る
。

■ 景　　況
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「
労
働
基
準
法
の
一
部
を
改
正
す
る

法
律
」
が
第
１
７
０
回
国
会
で
成
立
・

公
布
さ
れ
て
お
り
ま
す
。

　

施
行
は
平
成
22
年
４
月
１
日
で
す
の

で
、
そ
の
概
要
を
お
知
ら
せ
い
た
し
ま

す
。

□
時
間
外
労
働
の
割
増
賃
金
率
が
引
き

上
げ
ら
れ
ま
す
。（
中
小
企
業
に
つ
い
て

は
、
当
分
の
間
、
適
用
が
猶
予
さ
れ
ま

す
。）

▽
１
か
月
に
60
時
間
を
超
え
る
時
間
外

労
働
を
行
な
う
場
合
…
50
％
以
上

　

１
か
月
60
時
間
を
超
え
る
時
間
外
労

働
に
つ
い
て
は
、
法
定
割
増
賃
金
率
が
、

現
行
の
25
％
か
ら
50
％
に
引
き
上
げ
ら

れ
ま
す
。

　

た
だ
し
、
中
小
企
業
に
つ
い
て
は
、

当
分
の
間
、
法
定
割
増
賃
金
の
引
上
げ

は
猶
予
さ
れ
ま
す
。

▽
割
増
賃
金
の
支
払
に
代
え
た
有
給
の

休
暇
の
仕
組
み
が
導
入
さ
れ
ま
す

　

事
業
場
で
労
使
協
定
を
締
結
す
れ

ば
、
１
か
月
に
60
時
間
を
超
え
る
時
間

外
労
働
を
行
な
っ
た
労
働
者
に
対
し

て
、
改
正
法
に
よ
る
引
上
げ
分
（
25
％

か
ら
50
％
に
引
き
上
げ
た
差
の
25
％

分
）
の
支
払
に
代
え
て
、
有
給
休
暇
を

付
与
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

　

労
働
者
が
こ
の
有
給
休
暇
を
取
得
し

た
場
合
で
も
、
現
行
の
25
％
の
割
増
賃

金
の
支
払
は
必
要
で
す
。

□
割
増
賃
金
引
上
げ
な
ど
の
努
力
義
務

が
労
使
に
課
せ
ら
れ
ま
す
。

▽
限
度
時
間
（
１
か
月
45
時
間
）
を
超

え
る
時
間
外
労
働
を
行
な
う
場
合
…

25
％
を
超
え
る
率

　
「
時
間
外
労
働
の
限
度
基
準
」（
平
成

10
年
労
働
省
告
示
第
１
５
４
号
＝
限
度

基
準
告
示
）
に
よ
り
、
１
か
月
に
45
時

間
を
超
え
て
時
間
外
労
働
を
行
な
う
場

合
に
は
、
あ
ら
か
じ
め
労
使
で
特
別
条

項
付
き
の
時
間
外
労
働
協
定
を
締
結
す

る
必
要
が
あ
り
ま
す
が
、
新
た
に
、

①
特
別
条
項
付
き
の
時
間
外
労
働
協
定

で
は
、
月
45
時
間
を
超
え
る
時
間
外
労

働
に
対
す
る
割
増
賃
金
率
を
定
め
る
こ

と
②
①
の
率
は
法
定
割
増
賃
金
率

（
25
％
）
を
超
え
る
率
と
す
る
よ
う
に

努
め
る
こ
と
③
月
45
時
間
を
超
え
る
時

間
外
労
働
を
で
き
る
限
り
短
く
す
る
よ

う
に
努
め
る
こ
と

□
年
次
有
給
休
暇
を
時
間
単
位
で
取
得

で
き
る
よ
う
に
な
り
ま
す
。

　

現
行
で
は
、
年
次
有
給
休
暇
は
日
単

位
で
取
得
す
る
こ
と
と
さ
れ
て
い
ま
す

が
、
事
業
場
で
労
使
協
定
を
締
結
す
れ

ば
、
１
年
に
５
日
分
を
限
度
と
し
て
時

間
単
位
で
取
得
で
き
る
よ
う
に
な
り
ま

す
。

　

年
次
有
給
休
暇
を
日
単
位
で
取
得
す

る
か
、
時
間
単
位
で
取
得
す
る
か
は
、

労
働
者
が
自
由
に
選
択
す
る
こ
と
が
で

き
ま
す
。

◎
詳
細
は
最
寄
り
の
労
働
基
準
監
督
署

　

雇
用
調
整
助
成
金
制
度
を
見
直
し
ま

し
た
。

　

景
気
変
動
な
ど
の
経
済
上
の
理
由
に

よ
り
、
事
業
活
動
の
縮
小
を
余
儀
な
く

さ
れ
た
事
業
主
が
、
そ
の
雇
用
す
る
労

働
者
を
一
時
的
に
休
業
、
教
育
訓
練
又

は
出
向
を
さ
せ
た
場
合
に
、
休
業
、
教

育
訓
練
又
は
出
向
に
係
る
手
当
若
し
く

は
賃
金
等
の
一
部
を
助
成
し
ま
す
。

【
主
な
受
給
の
要
件
】
①
最
近
３
ヶ
月

間
の
売
上
高
又
は
生
産
量
等
が
そ
の
直

前
３
ヶ
月
間
又
は
前
年
同
期
比
で
５
％

以
上
減
少
し
て
い
る
こ
と
②
従
業
員
の

全
１
日
の
休
業
ま
た
は
事
業
所
全
員
一

斉
の
短
時
間
休
業
を
行
う
こ
と
（
平
成

21
年
２
月
６
日
か
ら
当
面
の
期
間
に

あ
っ
て
は
、
当
該
事
業
所
に
お
け
る
対

象
被
保
険
者
等
毎
に
１
時
間
以
上
行
わ

れ
る
休
業
（
特
例
短
時
間
休
業
）
に
つ

い
て
も
助
成
の
対
象
と
な
り
ま
す
。）

③
３
ヶ
月
以
上
１
年
以
内
の
出
向
を
行

う
こ
と
。（
大
型
倒
産
等
事
業
主
な
ど

の
特
定
の
事
業
主
に
つ
い
て
は
①
と
要

件
が
異
な
り
ま
す
。）

【
受
給
額
】

○
休
業
等

休
業
手
当
相
当
額
の
３
分
の
２
（
上
限

あ
り
）

支
給
限
度
日
数
：
３
年
間
で
３
０
０
日

　
（
最
初
の
１
年
間
で
２
０
０
日
分
ま

で
）

　
（
大
型
倒
産
等
事
業
主
な
ど
特
定
の

事
業
主
に
つ
い
て
は
、
支
給
限
度
日
数

が
異
な
り
ま
す
。

教
育
訓
練
を
行
う
場
合
は
上
記
の
金
額

に
１
人
１
日
１
２
０
０
円
を
加
算

○
出
向

出
向
元
で
負
担
し
た
賃
金
の
３
分
の
２

　
（
上
限
あ
り
）

◎
詳
細
は
最
寄
り
の
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク

　

役
員
の
氏
名
又
は
住
所
を
記
載
し
た

書
面
（
設
立
認
可
申
請
書
に
添
付
）
に

変
更
が
あ
っ
た
場
合
に
は
、
そ
の
事
実

が
発
生
し
た
日
か
ら
２
週
間
以
内
に
行

政
庁
に
そ
の
旨
届
け
出
な
け
れ
ば
な
り

ま
せ
ん
の
で
ご
留
意
く
だ
さ
い
。

　

役
員
の
変
更
と
は
、
役
員
の
氏
名
又

は
住
所
の
変
更
が
あ
っ
た
場
合
、
役
員

の
改
選
又
は
補
充
が
あ
っ
た
場
合
、
代

表
理
事
の
交
代
、
役
付
き
理
事
の
交
代
、

役
員
が
死
亡
又
は
辞
任
し
た
場
合
な
ど

役
員
に
関
す
る
一
切
の
変
更
を
い
い
ま

す
。

　

し
か
し
、
通
常
総
会
等
に
お
け
る
役

員
改
選
を
し
た
場
合
で
あ
っ
て
も
、
全

員
が
再
選
重
任
と
な
り
、
役
員
の
氏
名

及
び
住
所
に
全
く
変
更
が
生
じ
て
い
な

い
と
き
は
、
行
政
庁
へ
の
役
員
変
更
届

の
提
出
は
必
要
あ
り
ま
せ
ん
（
代
表
理

事
の
登
記
は
必
要
）。

　

な
お
、
法
律
・
条
令
等
に
基
づ
い
て

千
葉
県
知
事
宛
に
届
出
・
申
請
等
の
文

書
を
提
出
す
る
場
合
の
宛
名
は
、
千
葉

県
知
事
鈴
木
栄
治
で
す
。

　

千
葉
県
弁
護
士
会
で
は
、
９
月
16
日

㈬
午
後
３
時
か
ら
５
時
ま
で
、
企
業
に

関
わ
る
法
律
相
談
会
を
無
料
で
開
催
し

ま
す
。
会
場
は
千
葉
県
弁
護
士
会
館（
千

葉
市
中
央
区
中
央
４
丁
目
13
の
12
）
で

１
回
30
分
程
度
で
す
。

◎	

相
談
は
予
約
制
で
す
の
で
、
申
し
込

み
、
お
問
い
合
わ
せ
は

　

千
葉
県
弁
護
士
会

　

℡
０
４
３
・
２
２
７
・
８
４
３
１

労
働
基
準
法
改
正

中
小
企
業
の
た
め
の

無
料
法
律
相
談
会

雇
用
調
整
助
成
金

役
員
変
更
届
を

忘
れ
て
い
ま
せ
ん
か
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